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第１章 序論 
第１節 日本の高等学校における韓国語 
韓国語教育とは、第 2 言語としての韓国語教育と外国語教育としての韓国語教育と分けることがで
きる。前者の場合は、在外同胞を中心として行われる教育活動である。本稿では、後者に当たる、韓
国語を母語としない人々、いわゆる外国人に韓国語のコミュニケーション能力を高めるために韓国語
を教える活動を対象としている。 
筆者は、2014 年度から 2016 年度まで東京都のある私立高等学校で、高校 3 年生を対象とした学校
設定科目「国際理解」の中で韓国語教育に携わった。文部科学省が実施している「高等学校等におけ
る国際交流等の状況について」の調査（2017）によると、英語以外の外国語の科目として韓国語を開
設している高等学校等は、国・公立、私立合わせて 677 校である。その内、高等学校で外国語として
韓国語に取り組む学校は 328 校である。これは、全体からみると、2000 年以降から現在まで韓国語
を開設している学校の数は増加傾向であると言える。 
このような背景には、文部科学省の「英語指導方法等の改善の推進に関する懇談会」（2001-2002）
において、「高等学校における多様な言語学習への配慮、特にこれまで欧米先進諸国に目を向けがち
だったことを改め、アジア諸国等の言語にも一層目を向けるようにすることを促したい」と、アジア
諸国等の言語の重要性を明らかにしたことに起因していることが考えられる。 
 
   （校） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図１ 韓国・朝鮮語の授業を開設する高等学校数の推移 
              （文部科学省資料により作成） 
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第２節 世界の中での韓国語 
韓国では、2005 年に「国語基本法」を制定し、ハングルの日を定める。第 20 条（ハングルの日）
①政府はハングルの独創性と科学性を国内外に広く知らせ、国民的にハングル愛の意識を高めるため
に毎年 10月 9 日をハングルの日と定め、記念行事を行うものとする。 
K-POP、韓国ドラマ、映画などいわゆる韓流ブームが世界へと広がり、韓国語も国際的な地位を得
られたと言われている。世界的な言語データベースである、エスノローグ(2017 年 11 月を基準)によ
ると、全世界に 7099 の言語が存在していることが示されている。そのうち、韓国語話者の数（母語
話者中心）は 7 ヵ国で 7720 万人であり、これは世界 12 位として位置づけられている。 
さらに、2007 年に UN の傘下機関である世界知財産権機構（WIPO）は、国際特許業力条約（PCT）
を通し、韓国語を 9 番目の国際公開言語として採択した。それまでは、英語、フランス語、ドイツ語、
日本語、ロシア語、スペイン語、中国語、アラビア語であった。そのうち、8 つの国際公開言語のう
ち、ドイツ語と日本語を除く 6 つの言語は現在 UN の公用語として指定されている。これにより、韓
国の国際特許出願は増加すると見込まれているとともに、韓国の特許庁関係者は、この決定は韓国語
が国際機構で最初の公式言語として認められたことであると述べている。 
一方、教育部傘下の国立国際教育院が実施する、外国人対象の韓国語能力試験（TOPIC）の受験者
数においては、1997 年に 2692 人の受験者から、2014 年には 20 万人を超え、2017 年には 29 万 638
人に上った。20 年で 108 倍の増加を見せていることに注目したい。また、1997 年の当時に試験を実
施する国は、韓国をはじめ、日本、ウズベキスタン、カザフスタンの 4 ヵ国であったが、2017 年に
は 73 国へとその広がりを見せている。 
 韓国語教育に関連する先行研究、熊谷(2011)は、今後、韓国語教育の発展のためには、人権教育や
異文化理解から発展した第二言語としての韓国語学習の要求を満たす教材の開発が急がれると述べて
いる。 
 朴(2016)では、韓国語教育を一層拡大し、韓国語グローバル化を実現するための取り組みとして、
韓国語が世界で広く使われるようになることが国威の宣揚と国力の伸張に役立つことを認識する必要
があると述べている。 
これらの実態から、韓国語教育の機会は日本の初等中等教育機関の多様な言語学習への配慮のみな
らず、韓国の政府機関の韓国語学習の重要性を踏まえた学習機関への呼びかけについては把握できる。 
石川(2008)は、韓国の対外言語政策には、現時点でいくつかの課題も見られ、そのうちもっとも重要
かつ深刻と思われるのが予算確保の問題であると指摘した。 
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第３節 本研究の目的 
本研究の目的は、韓国語教育の実態について、外国語としての韓国語を広めるための韓国の教育機
関の一つである世宗学堂の実態を明らかにし、その韓国語世界化戦略の一側面を考察することである。 
本研究は、文献研究と事例分析を基本的な方法とする。 
第 2 章では、韓国語の海外普及政策の歴史的展開と韓国語海外普及関連部署及び機関の変遷を見る
ことにする。韓国語の海外普及の歴史をみることは、現在の広がりを理解することに有効であると考
える。 
 第 3 章では、世宗学堂の運営や展開について見ることにする。2007 年に設立され、今年で 10 年を
迎えたが、対外的に公開されている内容は少ないのが現状である。そのため、日本の世宗学堂の事例
を通し、考察を行うことは価値があると考える。 
 第 4 章では、世界化戦略の視点から世宗学堂の側面を把握することにする。 
 
第２章 韓国語の海外普及政策 
第１節 韓国語海外普及政策の歴史的展開 
キム・ジュンソプ(2012)は、韓国語の海外普及政策を語る上で、在外同胞のための韓国語教育が韓
国語海外進出の歴史の中で寄与したことを認め、在外同胞のための韓国語教育を含めて論じている。
また、韓国語の海外進出の歴史を詳しく把握するためには、韓国語の海外普及の歴史的展開と韓国語
の海外普及機関、及び機関の変遷を合わせて把握することが効率的であると考え、これら 2 つの視点
から韓国語の海外進出歴史と流れをみている。キムジュンソプ(2012)は、韓国語の海外普及の歴史は
大きく、胎動期、飛躍期、再成立期、成長及び拡大期の 4 つに分け、示している。 
 
胎動期 
韓国語海外普及と関連して一番古い文献上の記録は三国時代に遡るが、近代的な意味の韓国語教育
の始まりは 19 世紀後半としてみることができる。地域ごとに違いはあるが、日本では 1872 年に對馬
に韓語司を設置したことに韓国語教育が胎動した。ヨーロッパでは、1987 年ロシア・サンクトペテル
ブルクの王立大学に駐ロシア大韓帝国の公使館の職員であるキム・ビョンウクが韓国語を教え始めた
ことが韓国語教育の歴史となった。その後、中国が 1924 年に北京大学で朝鮮語学科を設置し、アメ
リカでは 1934年にコロンビア大学で最初の韓国語教育が始まった。このように 19世紀後半から 1970
年代までを近代的な意味での国外の韓国語教育の体動期としてみることは可能であるが、かなり小さ
い規模の出発であり、地域により大きな偏差を示すことが特徴である。 
 胎動期の国外韓国語の教育で注目すべきことは、この時期の国外の韓国語教育は政治的な理由で現
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地国家の政府次元で胎動された場合や、韓国語教育への個別的な関心または在外同胞のための教育と
いう民間レベルで行われたことである。韓国の政府としての動きがある以前は論外にしても、1970
年代に至るまでの国外韓国語教育における政府の役割は微々たるものであったところに注目すべきで
ある。 
 
飛躍期 
1970 年代に入り、韓国の経済発展の政策の成果が表れるようになる。旧共産圏の国家との関係が改
善されるなど、韓国語に対する国際的選好度が高まるに連れ、国外韓国語教育は飛躍期を迎える。相
まって在外同胞の子孫の増加は、国外韓国語教育の飛躍を導いた主な契機となった。それを受け、1970
年代後半からは、政府の計画の下、政府主導の韓国語海外普及政策が行われた。それまでの 1950 年
代から行われた在外同胞向けの民族教育のレベルでの教育支援はあった。しかし、それは韓国政府が
いくつかの民族学校や民族学級設立を支援した形であるため、政策としての動きではなく、断片的な
教育支援事業としてみることが望ましいのである。この時期に入り、ますます現在的意味の移民が増
え、在外同胞 2 世、3 世及びそれ以上の韓国語と韓国文化の教育の必要性が提起された。それに従い、
1977 年には「在外国民の教育に関する規定」が制定された。これは、今日の韓国学校、韓国教育院、
ハングル学校などの在外国民の教育に関連した教育施設がその基盤を整え、基礎を作り上げ始めた出
発点となり、海外韓国語教育の成長の足掛かりとなった。 
ところが、飛躍期における韓国語教育の対象は、韓国の国籍を持っている在外国民に限定され、外
国人のための韓国語の普及はその需要がごく一握りに過ぎなかった。外国人のための韓国語教育政策
はまだ必要性すら感じてない時期と言える。韓国政府レベルの制度化が胎動し始めたが、それでもな
お民間レベルの制度化が主となっていた。 
 
再成立期 
経済的に好況を呈する時期を経て、オリンピックなど国際大会を終え、1990 年に文化部（現文化体
育観光部）では「韓国文化芸術振興法施行令」を制定し、韓国語の国外普及を明文化し、初めて韓国
語の国外普及政策の法的基盤を整えるようになった。それを基に、文化部は韓国語教材を開発し、普
及を開始するようになる。それに伴う政策としては韓国語学会、国立国語院、韓国語世界化財団を通
じて韓国語教育振興のための政策を実施した。特に、この文民政府(1993～1998)の時期には、政府が
掲げた「世界化」というスローガンの下、「韓国語世界化推進事業」が弾みをつけるようになり、韓
国語教育に対する政策への関心も高まった時期として評価できる。 
1990 年代以降は、韓国語の海外普及に関連した政策事項は 1995 年 7 月に改正された文化芸術振興
法施行令の第 3 章と第 11 条と 1995 年 12 月制定された国語審議会運営細則などを通して確認するこ
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とができる。詳細の内容は次のようである。 
カ 文化芸術振興法施行令(大統領第 14727 号, 1995.7.6 改正) 
第 11 条(国語発展契会の樹立)法第 5 条の規定による国語の発展及び普及のための計画には次の
各号の事項が含まなければならない。 
1. 法第 7条の規定による語分規範の制定及び改訂 
2. 国語の情報化及び科学化 
3. 韓国語の世界的普及 
 
ナ 国語審議会運営細則(文化体育部訓令第 55 号, 1995.12.23.制定) 
第 3 条(分科委員会の審議内容)各分化委員会は次の事項に関して審議を行う。 
1. 韓国語分科委員会 
カ. 国語政策樹立に関する重要事項 
ナ. 韓国語正書法に関する事項 
ダ. 標準語規定に関する事項 
ラ. 南・北朝鮮の言語の同質性確立に関する事項 
マ. 国語教科関連図書、国語辞典に関する事項 
バ. 韓国語の国際標準化に関する事項 
サ. 韓国語の世界的な普及に関する事項 
ア. その他の分科に属していない語文規定に関する事項 
 
ソン・グァンス(1996)では、文化芸術振興法施行令の内容の検討を根拠に当時の語文政策の所轄部
署が文化部であることを確認し、上記のような文化芸術振興法施行令(大統領第 14727 号, 1995.7.6 改
正)の第2章と第3章国語の発展及び普及と当時の文化部傘下国語審議会文化委員会の国語審議会運営
細則(文化体育部訓令第 55 号, 1995.12.23.制定)第 3 条に「韓国語の国際標準化に関する事項」「韓国
語の世界的な普及に関する事項」などが含まれていることから、韓国語の世界普及のための政策及び
法的根拠はすでに作られていることを確認した。しかし、具体的な案があるにも関わらず、目立つよ
うな韓国語海外普及活動は行われていない時期である。一方、このような韓国語の海外普及政策の一
環として 1997 年 2 月には「在外同胞財団法」が公布され、在外同胞と関連した業務を担当する在外
同胞財団が外交通常部傘下として設立された。このように在外同胞財団は、在外同胞財団法を基に現
在も在外同胞子女を対象とする韓国語教育政策の多数を進めており、教育科学技術部の国立国際教育
院とその機能を分担し、着実に在外同胞の教育を支援している。 
このように 1990 年代には以前に比べ、韓国語の海外進出のための政策が活発に進められた。従っ
てこのような法制的な補完をもって再成立期と区分することができる。 
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しかし、具体的な詳細案にかかわらず、目立った韓国語海外普及活動は行われていなかった時期で
あるたえ、成長期及び拡大期とは区分が可能である。さらに、その対象はなお在外同胞へ集中してい
た事実からも 2000 年以降の国外韓国語教育とは違いを示している。言い換えれば、2000 年以前の国
外の韓国語教育は法的補完が行われ、再成立期としての独立性を持っている。しかし、当時の韓国語
の海外普及政策は在外同胞を主な対象とする「母語」「民族語」としての韓国語の国外普及政策の一環
として進められたため、再成立された政策が普及活動として活発な連携につながったとはみられない。 
 
成長及び拡大期 
韓国語の海外進出の歴史の歴史的展開は、2000 年を起点に大きな変化を迎える。2000 年に入り、
韓流文化の拡散と経済成長が続くことにより、韓国語教育の需要もさらに変化・拡大されたためであ
る。この時期は、韓国語の語学研修だけでなく、学問を目的として入国した留学生、結婚移民者、外
国人雇用許可制による移住労働者など国内外国人を対象とした韓国語教育の政策的整備とともに、韓
流文化に関心を持った新たな集団を狙った政策的支援を求める声が高まるようになる。それを契機と
し、韓国語教育の場がより広い広がりを見せるようになった。 
 このような時代の要求を背景に 2005 年には「国語基本法」が制定されたが、韓国語教育政策の歴
史に大きな意味をもたらす「国語基本法」の詳細は次のようである。 
  
 
国語基本法(抜粋) 
（2013.3.23 施行） 
第 1 条(目的) この法は、国語の使用を促進し、国語の発展と保全の基盤をつくり、国民の創造的思
考力の増進を図ることで、国民の文化的生活の質を向上し、民族文化の発展に貢献することを目
的とする。[2011.4.14.] 
第 2 条(基本理念) 国家と国民は、国語が民族第一の文化遺産であり、文化創造の原動力であること
を深く認識し、国語発展に積極的に尽力することで、民族文化の正体性を確立し、国語をよく保
全し、子孫に継承できるように努めなければならない。 [2011.4.14.] 
第 3 条(定義)この法において使用する用語の定義は次の通りである。 
  １．「国語」とは、大韓民国の公用語の韓国語のことを指す。 
  ２．「ハングル」とは、国語を表記する我々の固有文字のことを指す。 
＜中略＞ [2011.4.14.] 
第 19 条(国語の普及等)①国家は国語を学ぼうとする外国人と在外同胞の出入国と法的地位に関する
法律による在外同胞（以下、「在外同胞」とする）のために、教育課程と教材を開発し、専門家
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を養成するなど、国語の普及に必要な事業を施行しなければならない 
 
 このように国語基本法を基に、2006 年から現在に至るまで政策を基盤として韓国語学習のための教
育課程、教材開発、専門家養成などが進められてきたことが確認できる。世宗学堂はこのような背景
の中、2007 年に始まった事業である。 
 キム・ジュンソプ(2012)は、2003 年から 2008 年までの時期における世宗学堂事業は、東北アジア
の文化圏域の結束と拡大のための方案として、構想されたと述べている。主にアジア地域を中心に集
中的に設立する計画で始まったが、現在は国家ブランドの価値を高める側面から、全世界を対象に韓
国のイメージを改善させる役割として進められている。 
 
表１ 韓国語海外普及の歴史 
 胎動期 飛躍期 再成立期 成長及び拡大期 
時期 19 世紀後半～ 
1970 年代 
1970 年代後半～ 
1990 年代最初 
1990 年代 2000 年以降 
指標 国外韓国語教育機
関の胎動 
政府次元の制度化
胎動 
韓国語の国外普及
政策の法的基盤を
構築 
海外教育機関及び
学習者増加による
成長及び拡大 
制度化水準 個別教育機関レベ
ル 
 
民間レベルの制度
化が進む 
政府レベルの制度
化が胎動 
法的補完 
政策支援の強化 
政府主導的制度化
を推進 
教育主導 現地の政府レベル
及び民間レベル 
民間レベル 民間レベルで進む 
韓国依存型発展モ
デルが表れる 
政府レベルの韓国
語教育の成長及び
拡大 
（出典：キム・ジュンソプ(2015) 韓国語教育の理解 修正版［韓国語］） 
 
このように、韓国語教育は、民間レベルまたは政府レベルから、次第に政府主導へと変化してきた
ことがわかる。また、韓国語の教育を受ける対象も在外同胞から外国人へと対象が広がったこと確認
できる。 
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第２節 韓国語海外普及政策の現況 
2-1 韓国語海外普及関連機関及び機関の変遷 
 
現在、韓国語の海外普及のための政策を担当するところは、教育部、外交部、文化体育観光部で分
けられている。 
表２ 韓国語教育関係法令及び関係機関 
区分 教育部 外交部 文化体育観光部 
関係 
法規 
在外国民の教育支援などに
関する法律 
在外同胞財団法 
 
国語基本法 
 
教育 
対象 
・韓国国籍の在外国民 
・韓国国籍でない同胞 
・外国の韓国学研究者 
・韓国国籍の外国長滞留者
及び永住者 
・国籍を問わず韓国民族の
血統の者 
・現地外国人（一般大衆） 
・国際結婚による移住女性
及び外国国籍の移住勤労者 
教育 
内容 
・国民としての素養を身に
つけるための韓国語教育 
・韓国学研究者支援 
・在外同胞に対する韓国語
教育及び韓国文化の広報 
・海外韓国学振興支援 
・一般大衆（援助が必要）を
対象とした韓国語と韓国
文化の理解 
教育 
性格 
・在外国民対象の正規国語
教育課程による韓国語教
育実施 
在外同胞韓国語教育及び文
化事業の支援 
・「文化相互主義の原則」に
立った韓国語教育と双方
の文化交流の拡大及び文
化的連帯を図る 
教員 
資格 
・国語教師の資格 
 国語（国文）学科 
該当なし ・韓国語教師資格 
 韓国語（教育） 
 学科 
出典：2007 世宗学堂白書、筆者の翻訳による 
 
 表 2 でみるように、韓国語海外普及に関して 3 つの部署はそれぞれの性格の業務を行っている。教
育部の韓国語の普及は、一般教育課程としての国語を、正規の学校の課程で普及している。そのため、
在外国民と在外同胞の小中高生が対象となる。外交部は、その対象は在外国民と在外同胞となるが、
海外の大学の韓国語関連機関または教育者の支援そして韓国学の振興を主な対象としていることが異
なっている。文化体育観光部は、政策の対象が主に外国人であり、文化相互主義の原則に立った韓国
語教育と文化交流の拡大を狙いとしていることが特徴である。それに従い、世宗学堂の開設及び運営
をはじめとする事業を行っている。 
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2-2 部署別韓国語国普及支援機関と韓国語教育機関 
 
表３ 韓国語海外普及支援機関の韓国語関連組織及び機能 
所属 支援機関 主要機能 
教育部所属 国立国際教育院 ・在外同胞の教育 
・国際教育交流及び協力 
・教員及び大学生などの国外研修 
・国費留学生の指導及び管理 
・外国人留学誘致業務など 
教育部傘下 韓国学中央 
研究院 
・講義を担当する働き手が足りない所の韓国学開設の
ため、海外大学に韓国学講義が担当可能な教授を派
遣し、持続的に韓国学関連人材を育成し、現地の海
外韓国学教育水準向上を図る 
外交部傘下 
 
韓国国際交流 
財団 
・海外韓国学研究及び教育基盤の拡大（海外大学に韓
国学講座の開設、現地教員の雇用、客員教授の派遣
など） 
・海外の韓国学センター、韓国語及び韓国関連学会な
どの学術活動の支援 
・韓国語教育者などの韓国語研修及び韓国学研修機会
の提供など 
外交部傘下 韓国国際協力団 ・海外ボランティア団体の派遣（韓国語教育含む各分
野のボランティア団体及び専門尽力派遣） 
外交部傘下 在外同胞財団 
 
・在外ハングル学校及びハングル学校教員の研修を支
援 
・在外同胞対象研修及び招聘、奨学事業など 
文化体育観光部所属 国立国語院 ・国内外韓国語教育資料開発 
・韓国語関連教育研修計画樹立及び課程開発 
・韓国語教育機関の教育活動の支援 
・韓国語教員資格付与、教育研修など 
文化体育観光部傘下 韓国語世界化 
財団 
・世宗学堂の設置及び運営 
・世宗学堂教員養成及び再教育 
・世宗学堂教育課程、教材開発及び普及 
・世宗学堂発展のための調査・研究・広報事業 
・ヌリ―世宗学堂システム開発・運営 
・世界韓国語教育者大会など 
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 このように韓国は、韓国語を海外に普及するために、3 つの部署が主導する普及機関を設立して
いる。その機関は、国立国際教育院、韓国学中央研究院、韓国国際交流財団、韓国国際協力団、在外
同胞財団、国立国語院、韓国語世界化財団などがある。それらの機関が対象としているのは、在外同
胞、在が国民、外国人、韓国語及び韓国学研究者または研究機関である。そして、事業においては、
国外での韓国語教育機関の運営及び韓国語教員派遣、教育水準向上を目指した多様な事業が行われて
いる。 
 
第３章 世宗学堂 
第１節 世宗学堂の出現背景 
 世宗学堂は国語基本法に基づき、韓国語・韓国文化を普及することを目的として設立された教育機
関である。韓国語の学習への需要が高く、なお需要が続いているところである東北アジア・東南アジ
アを中心に広がり、初めて、2007年 3 月 19日モンゴル・ウランバートル大学で設立された。同年、
モンゴルに続いて、中国、中央アジアに設立された。さらに、東南アジア、西南アジア、北米やアフ
リカにまで拡大し、韓国語・韓国文化を世界に広げようとする教育機関である。 
 
第２節 世宗学堂の展開 
世宗学堂は、2007 年にモンゴルで「ウランバート 1 世宗学堂」として最初に設立された。2007 年
は 3 ヵ国 13 ヶ所で始まり、2017 年には 54 ヵ国 171 ヶ所と展開している。10 年の間に 13 倍以上の
増加を見せていることになる。受講生の数も増え続け、2016 年には総 23 万人を超える。さらに、オ
ンラインで韓国語を学ぶ「ヌリ・世宗学堂」の学習者の 10 万人を加えると、総 33 万人の外国人が世
宗学堂の教育を受けたことと言える。 
 
表４ 世宗学堂として指定する目的 
目的 
・外国語としての韓国語を学ぼうとするものを対象とした韓国語教育を通じた韓国語の文化の拡散 
・指定の申請機関についての現地公館の意見照会、実査などを通して体系化を図る 
・韓国語及び韓国文化普及の代表機関としての質的向上及びイメージを高めるための専門性を優先
的に顧慮 
（世宗学堂財団のホームページより筆者訳） 
 
 2000 年代に入り、国内・国外での韓国語学習の需要が増えたことを受け、国立国語院は韓国語普
及における推進体系の確立をした。その一環として、2007 年 3 月から自国語・自国文化普及として
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「世宗学堂」を設立及び運営を始めたのである。その目的からは、韓国語と韓国文化を計画的にか
つ専門的に広げることにある。 
 
表５ 新規の世宗学堂指定の方針 
方針 
・地域別の韓国語・韓国文化の需要及び世宗学堂のバランスを取れた拡散顧慮した戦略的な指定 
・世宗学堂の指定を受けていない国家を中心に指定 
・公共機関間の協業を通した戦略的指定 
（世宗学堂財団のホームページより筆者訳） 
 
国語発展基本計画の第 1 次国語発展基本計画(2007 年～2011 年)では、3 つの重点推進過程と 10
個の推進課題が定められている。第１段階（2007 年～2011 年）として、世宗学堂の設置及び運営
は東北アジア及び東南アジアなどを中心に拡大した。ところが、世宗学堂の計画の推進は、第 2 段
階（2012 年～2016 年）と地域別・国家別に韓国語教育プログラムの普及に取り組み、より戦略的
に拡散を図ったものと考えられる。 
 
表６ 世宗学堂指定要件 
要件 
設立 
主体 
 
 
 
 
 
現地 
運営 
機関 
・現地国家の政府機関、大学（院）または大学付設機関（付属機
関）で韓国語教育機関を運営中または運営しようとする機関 
・現地国家に公式登録された非営利法人または民間団体で公益を
目的とする韓国語教育機関を運営中または運営しようする機関 
※個人及び私設塾は除く 
国内 
運営 
機関 
・国内政府機関（在外公館など）、地方自治団体で直接または委
託し国外で韓国語教育機関を運営中または運営しようとする機
関 
・国内大学（院）、非営利法人、民間団体が公益を目的として国
外の機関と協力し、国外で韓国語教育機関を運営中または運営
しようとする機関 
 ※塾の設立・運営及び課外教習に関する棒率に基づき設立した
私設塾機関は除く 
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施設 (講義室)10 名以上の受講生を受容できる講義室 2 つ以上の確保 
(行政室) 世宗学堂の運営管理業務のための行政室 
(資料室) 韓国語、韓国、韓国文化資料閲覧及び備えておくことが可能な資料室 
教員 韓国語 
教員 
・全体の教員の 100％が次の要件の中、1つ以上満たす 
①韓国語教員資格所持者（国語基本法第 19 条及び同じ施行令第
13-14条、文化体育観光部公示[韓国語教員資格審査委員会、韓
国語教員資格審査 
申請及び韓国語教員資格証発給規定]に基づく 
※ 中等教員資格該当事項なし 
②韓国語教員養成課程履修者（国語基本法施行令［別表１］に依
拠語学系または言語教育学士以上の所持者として韓国語教育の
経歴が最低 1 年以上の者 
文化 
講師 
・全ての韓国文化の講師の採用は、必須事項ではないが、採用に
あたって次の要件を満たすように 
講座関連の学士学位所持者または関連経歴が最初 2 年以上の者 
課程 ・最低初級または中級レベル 2つの課程以上を開設し、30週以上の講座を運営 
・講座一つに対し、週 120 分（休み時間含む）以上の韓国語講座、文化講座を最
低 1 つ以上の運営 
運営 世宗学堂を総括して管理する世宗学堂長選任 
※世宗学堂長：運営申請の機関を代表できる職位にあり、現地で実質的に運営総
括が可能な者を原則とする 
韓国人または韓国語に流暢な運営員 1 名以上確保 
※在外公館連携型の場合公館採用職員（行政院）と別途の世宗学堂の運営要員の
確保 
教員および運営要員などが学堂関係者は学堂勤務に適法なビザ所持可否を確認
後採用 
世宗学堂の運営支援金として独立した口座の開設と管理（運営機関名義の別途
の口座開設及び管理） 
（世宗学堂財団のホームページより筆者訳） 
 
設立主体、施設、課程、教員、運営に関しての基準を設けており、韓国語だけでなく、韓国文化活
動の有無も指定要素に入れていることがわかる。 
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表７ 世宗学堂として指定された際の支援事項 
支援事項 
・世宗学堂の運営支援金 
・世宗学堂教育環境の改善のための施設の支援 
・世宗学堂の標準教育課程及び教材、指針、段階別の習得を図る評価のテストを提供 
・世界韓国語教育者大会を通し国際ネットワークの構築を支援 
・韓国語の専門教員を派遣 
・韓国語教員の再教育、資格向上のための教員養成課程を提供 
・韓国文化プログラムの提供及び文化専門家（インターンシップなど）派遣優秀な学・習者を韓国
に招聘し、韓国文化研修プログラムへの参加機会を提供 
・学堂の行政や運営管理のための業務管理システムを提供 
・ヌリー世宗学堂のオンライン講座及び教育資料の提供世宗学堂概念と設立目的 
（世宗学堂財団のホームページより筆者訳） 
 
資料 2 の新規の世宗学堂指定の方針では、公共機関間の協業を通した戦略的指定を掲げている。世
宗学堂の方針を押し付けるものでなく、運営面では様々な支援を通し、世宗学堂の目標の達成を図ろ
うとしている。 
 
第３節 世宗学堂の運営現況 
3-1 世界分布 
 
世宗学堂は、現在 54 ヵ国 171 ヶ所（2017.7 月基準）で展開されている。ところが、データ収集を
始めた 2017.6 月基準では、アジア 21 ヵ国 105 ヶ所であり、2018 年 1 月に至る現在も、2017.7 月基
準で、アジア 17 ヵ国 96 ヶ所とのデータしか確認ができない状況である。しかし、合計の数に変動が
なかった。 
今回取材を受けてくれた 2 ヶ所でもこのことを把握しており、8 月に組織改編が行われたため、そ
こまで、行き届いていないと推測している話であった。 
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3-2 日本分布 
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3-3 日本の世宗学堂の分類 
 
表 8 世宗学堂運営方式 
運営方式 
独立型 世宗学堂を国外の現地運営機関が単独で運営する世宗学堂 
連携型 
 
国外の現地運営機関と国内の運営機関（韓国の在外公館含む）が機関の間で業務協
約の締結を通し、共同で運営する世宗学堂 
協業型 
 
世宗学堂の財団が韓国の公共機関と業務協約の締結を通し、指定・支援する世宗学
堂 
（世宗学堂財団のホームページより筆者訳） 
 
世宗学堂の運営においては、独立型、連携型、協業型の 3 つの種類がある。それぞれの機関は表 6
で示すように、設立への基準を満たし、3 つの形態として運営が行われる。 
 
 
3-4 アジアの中の日本事例 
 
1 法人としての世宗学堂の事例 
 
取材場所 駐東京韓国文化院世宗学堂 
取材時期 2017 年 11 月 10 日 訪問 
担 当 者 A・Bさん 
 
表９ 駐東京韓国文化院世宗学堂 
目的 ・日本の人々に韓国という国を幅広く紹介し、お互いに交流を深めること 
・正しい韓国語を伝えることが一番の目的 
・良質の教育を支援 
・韓国という国にも興味を持ってもらい、韓流のファンを確保 
・肯定的な国家イメージをつくる 
対象 日本の成人 
受講生 500 名 
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クラス 1 年間(2 学期制)の定期講座 
4 月から始まる A クラス 
10 月から始まる B クラス 
春季学期と秋季学期の構成で半年毎に
更新できるシステム 
世宗１(入門)～世宗 8(上級)の 8 段階 
半年間(1 学期制)の短期講座クラス異な
るレベルと様々なテーマで学べる講座
で 1 学期毎の構成となっている。現在、
中級会話講座・上級会話講座・ドラマ講
座・高級講座・TOPIK 中級講座・TOPIK
高級講座の 6 コース 
定員 各クラス 15 名程度 定員 10 名前後 
開講時期 2017 年度秋季学期は 2017 年 10 月～2018 年 3 月までの半年間 
開講回数 週に 1 回(90 分)、学期中に 20 回 
受講料 3 万円 教材費 1500 円 
他の語学学校より低価 
設備 ・冷暖房完備の教室が 4 つ 
・各教室にホワイトボードをはじめ大型モニター、ノートパソコン、カセットデ
ッキ 
教員 9 名 
国籍 全員、韓国籍 
教員の 
募集方法 
不定期 
応募の際、履歴書・自己紹介書・(韓国語教員資格証所持者に限り)資格証のコピー
を提出、書類通過者のみ面接を経て最終的に採用決定する。 
 
 
写真★駐東京韓国文化院世宗学堂看板（2017 年筆者撮影） 
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写真 2 駐東京韓国文化院世宗学堂の壁(1)ハングル・子音の表示（2017 年筆者撮影） 
 
写真 3 駐東京韓国文化院世宗学堂の壁(2)ハングル・母音の表示（2017 年筆者撮影） 
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写真 4 駐東京韓国文化院世宗学堂の掲示板 
（左韓国語スピーチコンテスト、右韓国で開催される行事の案内）（2017 年筆者撮影） 
  
写真左 5 駐東京韓国文化院世宗学堂の事務室(1)授業で使われる教科書 
（2017 年筆者撮影） 
写真右 6 駐東京韓国文化院世宗学堂の事務室(2)韓国語で行われる行事のパンプレット 
（2017 年筆者撮影） 
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写真 7 駐東京韓国文化院世宗学堂の教室(1) （2017 年筆者撮影） 
 
写真 8 駐東京韓国文化院世宗学堂の教室(2) （2017 年筆者撮影） 
 
写真 9 駐東京韓国文化院世宗学堂の教室の設備(1) （2017 年筆者撮影） 
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写真 10 駐東京韓国文化院世宗学堂の教室の設備(2) （2017 年筆者撮影） 
 
写真 11 駐東京韓国文化院世宗学堂の教室の設備(3) （2017 年筆者撮影） 
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駐大阪韓国文化院世宗学堂の場合は、取材不可のためホームページを基に調査を行った。 
 
写真 12 駐大阪韓国文化院世宗学堂看板（2017 年世宗学堂関係者撮影） 
 
写真 13 駐東京韓国文化院世宗学堂の教科書（2017 年世宗学堂関係者撮影） 
 
写真 14 駐東京韓国文化院世宗学堂事務室（2017 年世宗学堂関係者撮影） 
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初級は、韓国政府公認の「世宗韓国語」を使い、文法を中心に韓国語の基礎を学ぶ。中級以上は、
主に西江大学語学堂で使用されている「西江韓国語」を使用し、会話中心の授業である。その他、講
師が制作した独自の副教材が使われる。 
 
2 大学連携型としての事例 
 
取材場所 東京町田世宗学堂 
取材時期 2017 年 11 月 22 日水曜日・11 月 29 日水曜日 電話取材 
担 当 者 Cさん 
 
表 10 桜美林大学世宗学堂韓国語講座 
目的 世宗学堂が韓国語、韓国文化の普及を目的で運営していると伺い、安定的に韓国語、
韓国文化を普及するため世宗学堂を申請 
対象 日本の成人 
運営時期 2014 年秋学期よりスタートし、４年目 
クラス 世宗韓国語 1－8（平日・週末ともに
すべてのクラスを運営） 
上級クラス（8 まで終了した人・留学経験者・
長期学習者）、ニュースで勉強する韓国語、
韓紙工芸、韓国舞踊総 21 講座 
開講時期 春学期 4 月から 7 月 秋学期 9 月から 12 月 
開講回数 週に 1 回(120 分)、学期中に 15 回 
受講料 3 万円 教材費 1500 円 
他の語学学校より低価 
設備 事務室・教室・資料室 
受講生 90 名 
性別 80-90％が女性 
地域 神奈川周辺。1 時間かからない距離 
受講目的 主に、韓国の大衆文化への興味がきっかけ 
職業 確認はしていない 
年齢 主に、50-60 代。20 代は 5 名ほど。 
平日は、主婦・大学生。土曜日のクラスは、会社員 
教員 5 名 
国籍 韓国語教員は韓国。文化講座は日本 
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教員の 
募集方法 
チラシと大学ホームページより募集 
韓国語の先生は 3 名 
1 名 桜美林大学の世宗学堂の責任者兼任。 
1 名 財団からの派遣 
1 名 現地採用 
研修 設けていない。世宗学堂財団としての招聘または研修は 1 年 1 回 
 
 運営時期は、2014 年秋学期より始まり、４年目を迎える。クラスは、世宗韓国語 1－8（平日・週
末ともにすべてのクラスを運営）、上級クラス（8 まで終了した人・留学経験者・長期学習者）、ニュ
ースで勉強する韓国語、韓紙工芸、韓国舞踊総 21 講座を提供している。 
受講生は、90 名で、平日の世宗韓国語 1－4 初級は、11～13 名、平日の世宗韓国語 5－8 中級クラ
スは、3～4 名でその数一定ではないという。韓国ブームの時期が過ぎ、今は政治・外交からも良い時
期ではないなどの、影響を受け、しばらく入門クラス（1－2）の人数が減り、多かった年は 20 人近
くが在籍。受講生においては大幅の変化はない。 
授業は、1 年に 1 冊の教科書で学び、翌年度に次のコースに進む。授業日程は、春学期が 4 月から
7 月・秋学期は 9 月から 12 月。韓国は 1 月を年の始まりとしているため、1 月に始まり、12 月に終
わるようになっている。そのため、1 月頃に授業が開始され、12 月の間に終わるような体制である。
そのため、1 月から 3 月は休みである。その時期には次の学期に向けて準備を行う。教育課程の中に、
授業に関しては指針が定まっている。 
受講料は、１科目 3 万円で週 1 回の授業。3 万円で運営が可能かという質問に対し、世宗学堂は利
益を追求する機関ではないため、運営可能であるとの答えであった。 
設備としては、事務室・教室・資料室がある。 
特徴としては、ニュースでみる韓国語の講座を新設。現在、受講生は 2 名である。去年と異なって
いる点があるとしたら、世宗財団 1-8 そのほか、国ごとに需要がある場合には授業を開設すること
が可能である。ただし韓国の世宗財団の承認が必要。 
町田の場合は、ニュースや時事に関心がある方がいそうで作ってみる試みがあった。これは、需要
に関する調査をしたというよりかは、担当している先生は受講生と距離が近いため、そのような声を
聞き、それを授業に反映してみた結果である。 
 このような体制が可能な理由は、財団と連携をしているためである。もし、大学での運営だけであ
るならば、受講生が少ない場合は授業を運営及び維持が難しいと考えられる。ところが、財団と協力
を得て仕事をしているため、受講生が韓国語についてのニーズを反映した授業をより幅広く実践でき
ると考えられる。現在受講生は 2 人であるため、需要は合わなかったと考える。 
この授業の場合は、ニュースでみる韓国語は、週末のクラスは開設することはなかった。今担当し
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ている先生がその他の授業で埋まっているため、平日のクラスしかつくれなかったが、施設を考えて
みると、週末クラスのほうがより需要があったのでないか。 
その理由としては、平日は主婦が多く、受講生の職業に関するデータを出してはいない。しかし、
平日で需要があったとしても曜日の問題があったかもしれない。 
受講生の受講目的は、主に、韓国の大衆文化への興味がきっかけである。 
職業は、統計を取ってはいないが、年齢が主に、50-60 代であり、80-90％が女性である。20 代は 5
名ほどであることから、平日は、主婦・大学生。土曜日のクラスは、会社員の受講生であることを推
測できる。20 代は本当に少なく、5 人程度である。教員がその 5 名にその受講目的について聞いた訳
ではないが、留学にいく予定の学生で、春学期に国費留学を申請し、確定との結果が出るまで受講し
ていた学生が受講していたとのことである。今は、中学校・高等学校の受講生も 1－2 名おり、去年
も留学を目指し通う生徒がいた。しかし、大学内の施設であり、塾との性格ではないため、そのよう
な学生は少ないとのことである。以前、その生との母も世宗学堂の受講生であったことで、韓流の影
響を受け、韓国語にも興味を持つことになったと考える。 
 受講生の住む地域は、神奈川周辺であり、1 時間かからない距離内にある。 
地域社会へと広がっているため、受講生の数の大きな変化は見られない。 
世宗学堂の教員は、5名で、韓国語教員は韓国国籍であり、文化講座は日本国籍の方である。募集方法
は、チラシと大学ホームページより募集を行い、現在、韓国語の先生は3名でその詳細は、次のようである。 
1 名は、桜美林大学の世宗学堂の責任者でもある、1 名は、財団からの派遣、1 名は、現地採用。採
用に際して、財団からの条件が定まっており、教員採用条件として、資格を持っているまたは、機関
で何年以上の勤務経歴が条件となる。財団の基準に基づき、それに合うような人が採用される。その
ため、履歴書を財団に送り、最終的に財団で採用する形態である。文化講座の講師においては、一旦
現地で探し、このような方に文化講座の担当をしてもらう趣旨を伝え、履歴書を送り採用が決まる。 
研修は、設けていないが、世宗学堂財団としての招聘または研修が 1 年 1 回行われ、参加に関する
お知らせが届くようになっている。ところが、世宗学堂の学期の時期と研修の時期が被ることで、参
加が出来ない状況である。 
世宗学堂財団との連携運営について、世宗学堂は利益を求めて行っている機関ではないため、韓国
語・韓国文化を普及する使命感を持ち、どのようにすればより多くの方々により良い韓国語・韓国文
化を紹介できるかと考える運営であるとのことである。財団と一緒に運営に携わっている点について
は、受講生も安心できるとの声がある。 
そのような雰囲気の中、このような授業があればというニーズがあるのかの質問に対し、現在は情
報収集ができていないため、先生方に聞いてみないといけないが、現在行っている授業の充実を図り
たいと答えであった。それから、財団の情報を漏らしてはいけないという指針がある。法人運営でな
いため、給料に関しては、回答不可である。 
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3 韓国教育院としての事例 
 
取材対象 大阪韓国教育院 
取材時期 2017 年 12 月 1 日 金 11 時-12 時、4 時-4 時半 
担 当 者 D さん 
 
表 11 大阪韓国教育院の活動 
活動 ・在日韓国人の教育支援事業韓・日両国間の教育・文化交流活動在日韓国人と現地の字
日本人を対象とした韓国語韓国文化の普及 
・多様な教育及び文化交流の拡散 
・在外同胞が多い大阪の中でも、密集した地域での事業展開。 
 
大阪韓国教育院は、在外同胞の教育のために韓国の教育部が海外に設置した教育機関である。その
設立時期は、1963 年である。名前は韓国式であるが、日本人の価値観を持っている人を対象とした必
要な支援、または、韓国語使用の向上を支援する。ところが、あまり知られていない。 
 
表 12 大阪韓国教育院世宗学堂 
出発 教育院のハングル学校が世宗学堂の名を冠することになった。世宗学堂という
名前で協力しようよとの趣旨。大阪韓国教育院が申請したものではない。 
現状 世宗学堂としての韓国語授業は運営していない。世宗学堂に関する問い合わせ
は韓国文化院を案内している。そのため、世宗学堂とは全く関係がないものと
して考えている。教育部管轄。（世宗学堂は文化体育観光部） 
建物 在日本大韓民国民団（韓国がつくった在外同胞のための団体）4 階 
民団との関わり 教育分野に関して協力し合っている。 
体制 世宗学堂はカリキュラムや教科書が定められて運営されている。これが世宗学
堂の方針であるならば、教育院も同じ体制を運営しなければならないのでは。
なぜなら、受講生の立場からすると、同じ世宗学堂の受講生として受ける教育
内容が異なっているため、混乱が生じることが考えられる。協力という趣旨は
良いものだが、在外の実情を知らない部分がある。具体的には、計画をもとに
運営を行うのではなく、まず、世宗学堂の名前を掲げただけになっている。 
民団とは、教育分野に関して協力し合っている。世宗学堂との協力体制に違いがあることが明らか
になる。 
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第４章 世界化戦略からみる世宗学堂 
研究対象である、外国語としての韓国語を広めるための韓国の教育機関の一つである世宗学堂の 4
つのところ（駐東京韓国文化院世宗学堂・駐大阪韓国文化院世宗学堂・桜美林大学世宗学堂韓国語講
座・大阪韓国教育院）の実態を比較し、その韓国語世界化戦略の一側面を考察するにする。 
 
表 13 世宗学堂の運営及び施設の比較 
 1 2 3 4 
名称 駐東京韓国文化院
世宗学堂 
駐大阪韓国文化院
世宗学堂 
桜美林大学世宗学堂
韓国語講座 
大阪韓国教育院 
性格 韓国政府による韓
国語教育機関 
韓国政府による韓
国語教育機関 
大学における知的財
産を社会に開放し、
多様化した時代にふ
さわしい教育プログ
ラムを発信 
在外同胞の教育の
ために韓国の教育
部が海外に設置し
た教育機関 
位置 〒160-0004 東京都
新宿区四谷 4-4-10 
〒530-0016 大阪市
北区中崎 2-4-2（4
階） 
〒194-0294 東京都
町田市常盤町 3758 
〒530-0016 大阪市
北区中崎 2-4-2（3
階） 
設立目的 日本の人々に韓国
という国を幅広く
紹介し、お互いに交
流を深めること 
文化と共に学ぶ教
育プログラム 
韓国語はもちろん、
韓国文化の紹介を
盛り込んだカリキ
ュラムの提供 
安定的に韓国語、韓
国文化の普及 
在外同胞の教育 
運営始まり 2009 年 4 月 23 日  2014年秋季学期以降 1963 年以降 
活動 日本国内の一般市
民を対象に韓国語
講座はもちろん、韓
国語教育事業の実
施とそのサポート、
また韓国文化を知
らせるための各種
講座等の支援 
日本国内の一般市
民を対象に韓国語
講座はもちろん、韓
国語教育事業の実
施とそのサポート、
また韓国文化を知
らせるための各種
講座等の支援 
近隣地域の住民に充
実した社会生活を営
んでいただくため、
多彩な講座 
韓・日両国間の教
育・文化交流活動 
在日韓国人と現地
の日本人を対象と
した韓国語韓国文
化の普及 
多様な教育及び文
化交流の拡散 
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建物の所有 韓国文化観光部  桜美林大学 在日本大韓民国民
団（韓国がつくった
在外同胞のための
団体）4 階 
 在外同胞のための教育が先駆けていたことは、韓国語海外普及政策を通して確認できた。韓国の教
育部が在外同胞の教育のために海外に設置した教育機関であるところが世宗学堂として運営し始めた
ことに、長い歴史ではないことや大阪韓国教育院と世宗学堂の間の運営が異なっている点が明らかに
なった。 
 
表 14 世宗学堂の講座の比較 
 1 2 3 4 
名称 駐東京韓国文化院 
世宗学堂 
駐大阪韓国文化院 
世宗学堂 
桜美林大学世宗学
堂 韓国語講座 
大阪韓国教育院 
講座種類 ・1 年間(2 学期制)
の定期講座（4 月か
ら始まる A クラス
と 10 月から始まる
Bクラスがそれぞれ
1年コース） 
・半年間(1学期制)
の短期講座 
・1 年間(2 学期制)
の定期講座（4 月か
ら始まる A クラス
と 10 月から始まる
Bクラスがそれぞれ
1年コース） 
・半年間(1学期制)
の短期講座 
 世宗学堂としての
韓国語授業は運営
していない 
学期区分 春季学期 
秋季学期10月~3月 
春季学期 
秋季学期10月~3月 
春季学期 4 月~7 月 
秋季学期9月~12月 
 
授業日程 週に 1 回(90 分)、学
期中に 20 回 
週に 1 回（120 分）
学期中に 20 回 
初級1及び中級2以
上は 2 学期（1 年）
で修了 
初級 2～中級 1 は 3
学期（1 年半）で修
了 
週に 1 回  
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レベル 世宗１(入門)～世宗
8(上級)の 8 段階 
初級 1－4、 
中級 1－4、 
上級 1－2 
10 段階 
世宗１(入門)～世宗
8(上級)の 8 段階 
 
その他 
 
・中級会話講座 
・上級会話講座 
・ドラマ講座 
・高級講座 
・TOPIK 中級講座 
・TOPIK 高級講座 
6 コース 
 ・上級クラス 
・ニュースで学ぼう
韓国語(中上級) 
・韓国舞踊講座 
・韓紙工芸講座 
 
教材 
 
世宗韓国語 
1－8 
初級：世宗韓国語 
中級以上：西江韓国
語を使用、 
その他、講師が制作
した独自の副教材 
世宗韓国語 
1－8 
 
 1 2 3 4 
名称 駐東京韓国文化院
世宗学堂 
駐大阪韓国文化院
世宗学堂 
桜美林大学世宗学
堂韓国語講座 
大阪韓国教育院 
設備 
 
 
 
 
冷暖房完備の教室
が 4 つ 
各教室にホワイト
ボード、大型モニタ
ー、ノートパソコ
ン、カセットデッキ 
 事務室・教室・資料
室 
 
見学制度 あり 
募集を実施するク
ラスに限る。事前に
お申し込み 
あり 
見学希望のクラス
や日にちなどを伝
え頂き、予約確定 
設けていない  
受講料 30000 円 
教材費 1500 円 
35000 円 30000 円  
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授業開講の
自由度 
ご希望されるクラ
スが開講時に 5 名
未満の場合は、閉鎖
する場合もある 
 受講生が求める授
業をより自由に開
講できる 
 
財団とのか
かわり 
法人経営として、支
援を受けていない 
法人経営として、支
援を受けていない 
支援を受けている  
大きな特徴として、駐東京韓国文化院世宗学堂と駐大阪韓国文化院世宗学堂での授業構成が異なる点
である。初級 2～中級 1 は 3 学期（1 年半）で修了するコースとなっている。さらに、一定のレベル
以上は、世宗学堂の教科書でないものを使用している。世宗学堂の教材の内容には、歴史・文化、芸
術などが盛り込まれている。その教科書の選択の規定から離れたことはどのような意味を持つのかに
ついては検討したい。そして、受講料の差について、駐東京韓国文化院世宗学堂の担当者は、今後合
わせていく予定であると述べた。 
さらに、世宗学堂財団の支援を受けていることにより、受講生のニーズをより充足させる授業編成
が可能である点に注目したい。韓国語の普及において、表 7 世宗学堂として指定された際の支援事
項であるように、運営支援金を受けることで、より受講生のニーズを反映することができることを確
認できた。 
 
表 15 世宗学堂の受講生の比較 
 1 2 3 4 
名称 駐東京韓国文化院
世宗学堂 
駐大阪韓国文化院
世宗学堂 
桜美林大学世宗学
堂韓国語講座 
大阪韓国教育院 
受講生数 約 500 名  約 90 名  
受講目的 統計は出していな
い。主に、趣味 
 韓国の大衆文化へ
の興味がきっかけ 
 
 
受講生の特
徴 
日本の成人  地域住民が多い  
年齢層 40-60 代 
平均 47 歳 
女性が多い 
 50-60 代 
8 割以上女性 
平日は、主婦・大学
生。土曜日のクラス
は、会社員 
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職業 統計なし  統計なし  
通学距離 統計は出していな
い。1 時間内距離 
 神奈川周辺。1 時間
以内距離 
 
受講生募集
方法 
1 ヶ月前に知らせ
る。ホームページや
文化院のメール 
ホームページ 住民、地域社会とし
て知られている。 
 
 世宗学堂の受講生の数からみると、駐東京韓国文化院世宗学堂約 500 人である。発足当時の 2009
年には 250 名の受講生から、現在に至る。韓流との関心が高まったことを理由と述べていた。日本は
韓国文化の発信地であったことを契機とし、さらなる展開を視野に入れている。 
 
表 16 世宗学堂の教員の比較 
 1 2 3 4 
名称 駐東京韓国文化院
世宗学堂 
駐大阪韓国文化院
世宗学堂 
桜美林大学世宗学
堂韓国語講座 
大阪韓国教育院 
教員数 9 名 7 名 5 名  
教員国籍 韓国籍 韓国籍 韓国語教員は韓国。
文化講座は日本。 
 
募集方法 不定期、応募の際、
履歴書・自己紹介
書・(韓国語教員資
格証所持者に限り)
資格証のコピーを
ご提出 
 チラシと大学ホー
ムページより募集 
 
教員研修 1年 1回財団の招聘  1年 1回財団の招聘  
給料 受講料  回答困難  
 教員の資格については、表 6 世宗学堂指定要件の韓国語教員資格所持者、または、韓国語教員養
成課程履修者であるとしている。教員について、駐東京韓国文化院世宗学堂は、最新の韓国語教育の
動向を承知していることが、受講者のニーズを満たすことが可能であるため、現職で教鞭をとってい
ることは大きな特徴であると述べている。さらに、桜美林大学世宗学堂韓国語講座の場合は、桜美林
大学の教員 1 人が担当していることから、高い専門性の教員が担当してことが確認できる。 
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第５章 結論 
 以上のように、韓国国内では、国民的にハングル愛の意識を高めることを目的に、毎年 10 月 9 日
をハングルの日と定め、行事を行うことや、国外に向けては韓国語への意識を高め、普及してきた政
策を確認することができた。在外同胞を中心とした韓国語普及として、教育部が主導した流れから、
世宗学堂は現地の一般の外国人に韓国語と韓国文化を伝えることを目的と設立された。 
同時に、韓流ブームがきっかけとなり、韓国語海外普及政策を打ち立てた。積極的に海外へ韓国語
を普及させる政策や取材を通しても確認できたように、言語学習への機会提供を超え、国家イメージ
を改善しようとの動き、いわゆる世界化戦略としての推進機関としての世宗学堂は価値がある。 
 政府が掲げた「世界化」というスローガンの下、韓国語世界化推進事業は活発となるが、世宗学堂
の文化相互主義を掲げ、韓国語の普及を図った。国際社会においては、考慮すべき重要な点であると
考える。 
 今年は、世宗学堂が設立されて 10 年となる。初年度はモンゴル・中国・アメリカ 3 ヵ国 13 ヶ所か
らのスタートから、現在は 54 ヵ国・171 ヶ所へと広がりをみせた。それに伴い、世宗学堂財団によ
ると、受講生の数も 740 名から 5 万名に上る。 
 2016 年の 7 月に、韓国政府は、国務会議を通し、在外同胞を対象とした韓国語教育機関も世宗学
堂のブランドとして統合すると決定した。それに伴い、韓国教育院 30 ヶ所は韓国語講座看板を「韓
国語教育院世宗学堂」として変える動きなる。韓国語教育のさらなる普及を目指した目的と、直接そ
の対象となる韓国教育院側の取材を通し、世宗学堂指定や教育課程への新たな事実と方向性について
より効果的な対応を考える必要がある。 
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